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l 1．玄海地域の原子力災害対策重点区域 I 
► 玄海地域における原子力災害対策重点区域（概ね半径30kmの範囲）の人口は257,348人

（佐賀県、福岡県：平成30年4月30日現在、長崎県：平成30年4月30日・5月1日現在）
► p紅内の人口は玄海町3,522人、唐津市4,275人。

► UPZ内の人口は関係3県8市町249,551人。
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佐賣景 7,797人 178,237人 184,034人

長嶋黒 58,719人 58,719人

福鯛農 14,595人 14,595人

合 計 7,797人 249,551人 257,348人
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| 3.PAZ及びupzの各自治体における広域避難先 I 

＿ 2．原子力災害対策指針における緊急事態の防護措置の考え方 I 

► PAZ内、 UPZ内の各市町の住民の避難先は、各県内で確保。

► 地域毎に予め避難経路を設定。 自然災害等によりその避難経路が使用できない場合は、他の経路
により避難を実施。
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►一緊急事態の初期対応段階においては放射性物質放出前から原子力施設の状況に応じて、放射性物
質放出後は緊急時モニタリングの結果に基づいて防護措置を実施。
① EAL (Emergency Action Level)による初期対応段陪における防護措置

原子力施設の状況等に基づく緊急事態区分を導入し、その区分を判断する基準(EAL)を設定。

EへLに基づき、避難等の防護措置を実施。

こ lJ•■' ス へい
②OIL(Operational Intervention Level)による放射性物質放出後における防護措置

国はEAL(SE)の段階で緊急時モニタリングセンターを立ち上げ、モニタリングを開始。放射性物質放出後、防護

措置の実施基準(OIL)に基づきモニタリング結果から区域を特定し、 P紅外の住民の防護措置を実施。
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II豆叫←一 メ①警戒事態【警咸体鯛の蠣纂（参集情輯収集、撫点冑の遍嶋など）】 1 
例）大蜻震（所在市町村で震慶6獨以上）（●PAZの篇設敷地緊急事麟蔓遍麓者の遍難準●を開始） ： 
EAL(SE)仁②籍設敷地緊急事態(1原災法10条）【防璽撞置の準●を1姶】

ぷ盆ェ；ば:t：出しご品甘は9内退遷…準●を開始
③全面緊急事態（原災法15条）［防霞檜置を実綸】

●PAZの住民の避難峠始 ●upzの住民は●内退避！
●PAZの住民は安定ヨウ素剤を雇用

、ユ 入王」
空間線量亭500μSv/h超過（●戴崎間内を目逮に区蟻を特定）

皿三」 ）．1遍闇租虔内に一睛移転 l
空間繰量亭20μSv/h超過St品忠はt:E翌
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※自然災害等により上記避難先に避難できない場合は、佐賀県がUPZ外で代替避鯖先を確保
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UPZ内市町

の広域避難先

長崎県

県内
（同一市内への遷璽を含む）

Itcm1立ENRINa磁繋1匹）

※自然災害等により上記避難先に避難できない場合は、黒が謂整の上、各県内で代替避難 ー



全面緊急事態
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玄海町

避難行動要 8人

支援者 唐津市

（医療機関） （対象施設なし）
合計

8人

玄海町

133人
唐津市

98人

合 計

231人

避難行動要

支援者

（社会福祉

施設）

避難行動要

支援者

（在宅）

避難行動要

支援者

（学校・保育

所）

約民住般
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玄海町

167人

唐津市

277人

合 計

444人

玄海町

125人

唐津市

419人

合 計

544人

玄海町

3,089人

唐津市

3,481人

合 計

6,570人
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対象者

玄海町：167人

唐津市；277人

対象施設

玄海町(1施設：125人）

唐津市(4施設：419人）
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＜避難可能な者：8人＞（玄海町8人）
:,、・ス1台により避難

；＜避●の実施により健康リスクが高まる者＞・ •ぷMii匹遥．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．4
＜遵●可能な者：163人＞

（玄膏町94人、庸津市69人）

集合場所

（玄海町内15か所）

集合場所
（唐津市内12か所）

医療機関
（災害拠点病院1施設）

放射線防護対策施設
（玄海町内1施設） ） 

社会福祉施設等
＜玄海町の場合＞

（佐賃市内4施設・多久市内1施設・小城市内3施設 ） I •
＜唐津市の場合＞— l :68人＞
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玄海町避難先
（小城市内8施設）

徒歩、車酉で移動 バス16台（玄海町8台、麿津市8台
、唐津市125人） 17台（玄海町11台、唐津市6台）に

支援者の車両で移動(108人）

|＜避離の実施により健康リスクが高まる者：50人＞

（玄濤IIJ6人J唐津市44人）

唐津市避難先
（江北町内3施設
白石町内7施設）

権祉車酉5台でピストン輸送（玄濤町1台、唐津市4口）

※2放射縁防護対策施設には、避霞行動蔓支援者のほか、その支援者等が入る予定。

保護者へ引き濃しができなかった児童疇＞ 「て百百百百T
（小城市内1施設）

玄海1J児童等I¥・ス4台により遷●

麿津市児童等Iヽ・ス12台により遵麓

＜玄塑町から

対象者

徒歩等で移動(381人）
玄海町：3,089人 し唐津市．3，481人 「―コ市から避難する 者 ＞

集合場所

徒歩等で移動(589人）1（唐津市内12か所）

福祉避難所

(122施設）

唐津市避難先
（江北町内2施設
白石町2施設）

玄海町避難先
（小城市内8施設）

唐津市避難先
（江北町内3施設
白石町7施設）

● 施設の遷難計画に基づき、
緊急時に佐賀県が避難先と
なる災害拠点病院を選定。

● 籍設の選鑓計画において、
避難先籠設を設定．

避●の実籍により懺康リスクが
高まると判断された場合は、
輸送専の遵●準傭が整うま
で自施設内で屋内退遷を実
施．

● 遵難行動蔓支援者は、避難
先施設を経由して、指定され
た福祉避難所へ避麓．

● 避難の実施により健廉リスクが
高まる遷難行動蔓支援者は、
近隣の放射練防護対策施設
へ移動。

● 学校・慄育所の児童等は、警
戒事態になった場合、授集・
保育を中止し｀保護者へ引き
渡す。

● 保護者への引き渡しができな
かった場合は、籍設撤地緊
急事態で選鑓を行い、遍戴
先で保護者に引き渡す。

● 住民はあらかじめ定められた
避麓所へ避難．

● 自家用車を利用可能な者は
自家用車で移動．自家用車
が利用できない者は、 P紅内

市町のIヽ ・ス会社が保有する
車両で移動。

合計 7,797人

※3 一般住民の対象者数は、 PAZ内住民の合計数から施設敷地緊急事態で避難する住民を引いた数字である。 2
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